
議案第５２号

渋川市建築基準法関係手数料条例等の一部を改正する条例を次のように制

定する。

令和７年２月２７日提出

渋川市長 髙 木 勉

渋川市建築基準法関係手数料条例等の一部を改正する条例

（渋川市建築基準法関係手数料条例の一部改正）

第１条 渋川市建築基準法関係手数料条例（平成１８年渋川市条例第２６５

号）の一部を次のように改正する。

別表第１及び別表第２を次のように改める。

別表第１（第２条関係）

建築物に関する確認申請手数料

手数料を徴収する事務 床面積の合計 手数料の額

法第６条第１項の規定 ３０平方メートル以内のもの １０，０００

による確認の申請に対 円

する審査又は法第１８ ３０平方メートルを超え、１ １６，０００

条第２項の規定による ００平方メートル以内のもの 円

計画の通知に対する審 １００平方メートルを超え、 ２６，０００

査 ２００平方メートル以内のも 円

の

２００平方メートルを超え、 ４０，０００

５００平方メートル以内のも 円

の

５００平方メートルを超え、 ６９，０００

１，０００平方メートル以内 円

のもの

１，０００平方メートルを超 ８７，０００

え、２，０００平方メートル 円

以内のもの



２，０００平方メートルを超 １６８，００

え、１０，０００平方メート ０円

ル以内のもの

１０，０００平方メートルを ２８２，００

超え、５０，０００平方メー ０円

トル以内のもの

５０，０００平方メートルを ５５９，００

超えるもの ０円

備考

１ 床面積の合計は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る面積について算定する。

（１） 建築物を建築しようとする場合（次号に掲げる場合及び移

転する場合を除く。） 当該建築に係る部分の床面積

（２） 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築しよ

うとする場合（移転する場合を除く。） 当該計画の変更に係る

部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては、当

該増加する部分の床面積）

（３） 建築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様

替をし、又はその用途を変更しようとする場合（次号に掲げる場

合を除く。） 当該移転、修繕、模様替又は用途の変更に係る部

分の床面積の２分の１

（４） 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を移転し、

その大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし、又はその用途を

変更しようとする場合 当該計画の変更に係る部分の床面積の２

分の１

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年

法律第５３号）第１１条第１項ただし書に規定する特定建築行為の

うち、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則

（平成２８年国土交通省令第５号）第２条第１項第１号に該当する

ものが含まれる場合（同法第１１条第６項に規定する適合判定通知



書又はその写しが提出された場合を除く。）においては、この表の

手数料のほか、当該特定建築行為に係る建築物ごとの次の表に掲げ

る区分に応じた額を合計した額（当該確認を受けた特定建築行為の

計画を変更する場合は、変更する建築物ごとに当該額の２分の１に

相当する額を合計した額）の手数料を徴収する。

建築物 特定建築行為に係る部分の 手数料の額

床面積の合計

一戸建ての住 ２００平方メートル未満の １１，０００円

宅 もの

２００平方メートル以上の １３，０００円

もの

一戸建ての住 ３００平方メートル未満の ２２，０００円

宅以外の住宅 もの

３００平方メートル以上の ３４，０００円

もの

３ 法第８７条の４に規定する昇降機（以下「昇降機」という。）に

係る部分が含まれる場合においては、この表の手数料のほか、当該

昇降機１基につき、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に掲げる額の手数料を徴収する。

（１） 昇降機を設置しようとする場合（次号に掲げる場合を除く

。） １４，０００円（小荷物専用昇降機については、９，００

０円）

（２） 確認を受けた昇降機の計画の変更をして昇降機を設置しよ

うとする場合 １０，０００円（小荷物専用昇降機については、

８，０００円）

別表第２（第２条関係）

建築設備及び工作物に関する確認申請手数料

手数料を徴収する事務 区分 手数料の額

１ 法第８７条の４に （１） 建築設備を設置しよ １４，０００

おいて準用する法第 うとする場合（（２）に掲 円（小荷物専



６条第１項の規定に げる場合を除く。） 用昇降機につ

よる確認の申請に対 いては、９，

する審査又は法第１ ０００円）

８条第２項の規定に （２） 確認を受けた建築設 １０，０００

よる計画の通知に対 備の計画の変更をして建築 円（小荷物専

する審査 設備を設置しようとする場 用昇降機につ

合 いては、８，

０００円）

２ 法第８８条第１項 （１） 工作物を築造しよう １３，０００

において準用する法 とする場合（（２）に掲げ 円

第６条第１項の規定 る場合を除く。）

による確認の申請に （２） 確認を受けた工作物 ８，０００円

対する審査又は法第 の計画の変更をして工作物

１８条第２項の規定 を築造しようとする場合

による計画の通知に

対する審査

別表第３法第７条の３第１項の規定による中間検査の申請に係る検査又

は法第１８条第１９項の規定により終了した旨の通知に係る検査の部中「

第１８条第１９項の規定により」を「第１８条第２８項の規定による特定

工程に係る工事が」に改め、同部に次のように加える。

１，０００平方メートルを超 ５１，０００

え、２，０００平方メートル 円

以内のもの

２，０００平方メートルを超 １１３，００

え、１０，０００平方メート ０円

ル以内のもの

１０，０００平方メートルを １７６，００

超え、５０，０００平方メー ０円

トル以内のもの

５０，０００平方メートルを ３６２，００



超えるもの ０円

別表第４及び別表第５を次のように改める。

別表第４（第２条関係）

建築物に関する完了検査申請手数料

手数料を徴収する事務 床面積の合計 手数料の額

法第７条第１項の規定 ３０平方メートル以内のもの １５，０００

による完了検査の申請 円

に係る検査又は法第１ ３０平方メートルを超え、１ １９，０００

８条第２０項の規定に ００平方メートル以内のもの 円

よる完了した旨の通知 １００平方メートルを超え、 ２６，０００

に係る検査（次部に掲 ２００平方メートル以内のも 円

げる場合の検査を除く の

。） ２００平方メートルを超え、 ４０，０００

５００平方メートル以内のも 円

の

５００平方メートルを超え、 ６９，０００

１，０００平方メートル以内 円

のもの

１，０００平方メートルを超 ８６，０００

え、２，０００平方メートル 円

以内のもの

２，０００平方メートルを超 １４９，００

え、１０，０００平方メート ０円

ル以内のもの

１０，０００平方メートルを ２３７，００

超え、５０，０００平方メー ０円

トル以内のもの

５０，０００平方メートルを ４６１，００

超えるもの ０円

法第７条の３第５項若 ３０平方メートル以内のもの １４，０００



しくは法第７条の４第 円

３項の規定により建築 ３０平方メートルを超え、１ １８，０００

物等が建築基準関係規 ００平方メートル以内のもの 円

定に適合すると認めら １００平方メートルを超え、 ２５，０００

れた場合における法第 ２００平方メートル以内のも 円

７条第１項の規定によ の

る完了検査の申請に係 ２００平方メートルを超え、 ３９，０００

る検査又は法第１８条 ５００平方メートル以内のも 円

第３０項の規定により の

建築物等が建築基準関 ５００平方メートルを超え、 ６８，０００

係規定に適合すると認 １，０００平方メートル以内 円

められた場合における のもの

同条第２０項の規定に １，０００平方メートルを超 ８３，０００

よる完了した旨の通知 え、２，０００平方メートル 円

に係る検査 以内のもの

２，０００平方メートルを超 １３９，００

え、１０，０００平方メート ０円

ル以内のもの

１０，０００平方メートルを ２２７，００

超え、５０，０００平方メー ０円

トル以内のもの

５０，０００平方メートルを ４５１，００

超えるもの ０円

備考

１ 床面積の合計は、建築物を建築した場合（移転した場合を除く。

）にあっては当該建築に係る部分の床面積について算定し、建築物

を移転し、又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替をした場合に

あっては当該移転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の２分の１

について算定する。

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１１条第１



項に規定する要確認特定建築行為が含まれる場合においては、この

表の手数料のほか、申請又は通知１件につき、次の表に掲げる区分

に応じた額の手数料を徴収する。

要確認特定建築行為に係る部分の床面積の合計 手数料の額

３０平方メートル以内のもの ３，０００円

３０平方メートルを超え、１００平方メートル ４，０００円

以内のもの

１００平方メートルを超え、２００平方メート ５，０００円

ル以内のもの

２００平方メートルを超えるもの ８，０００円

３ 昇降機に係る部分が含まれる場合においては、この表の手数料の

ほか、当該昇降機１基につき、手数料として１８，０００円（小荷

物専用昇降機については、１４，０００円）を徴収する。

別表第５（第２条関係）

建築設備及び工作物に関する完了検査申請手数料

手数料を徴収する事務 区分 手数料の額

法第８７条の４又は法 （１） 建築設備を設置しよ １８，０００

第８８条第１項におい うとする場合 円（小荷物専

て準用する法第７条第 用昇降機につ

１項の規定による完了 いては、１４

検査の申請に係る検査 ，０００円）

又は法第１８条第２０ （２） 工作物を築造しよう １３，０００

項の規定による完了し とする場合 円

た旨の通知に係る検査

別表第６手数料を徴収する事務の項の次に次のように加える。

法第７条の６第１項第１号及び １２０，０００円

法第１８条第３８項第１号（そ

れぞれ法第８７条の４において

準用する場合を含む。）の規定

による仮使用の認定の申請に対



する審査

別表第６法第８５条第６項の規定による仮設建築物の建築の許可の申請

に対する審査の項中「仮設建築物」を「仮設興行場等」に改め、同表法第

８６条第１項の規定による複数建築物に関する特例の認定の申請に対する

審査の項中「複数建築物」を「一の敷地内にあるものとみなされる建築物

」に、「２である」を「２以下である」に改め、同表法第８６条第２項の

規定による複数建築物に関する特例の認定の申請に対する審査の項中「複

数建築物」を「一の敷地内にあるものとみなされる建築物」に改め、同表

法第８６条の５第１項の規定による複数建築物の認定又は許可の取消しの

申請に対する審査の項中「又は許可」を削り、同表に次のように加える。

法第８６条の８第１項の規定に ２７，０００円

よる２以上の工事の全体計画の

認定の申請に対する審査

法第８６条の８第３項の規定に ２７，０００円

よる２以上の工事の全体計画の

変更の認定の申請に対する審査

法第８７条の２第１項の規定に ２７，０００円

よる２以上の工事の全体計画の

認定の申請に対する審査

法第８７条の３第６項の規定に １２０，０００円

よる興行場等の使用の許可の申

請に対する審査

建築基準法施行令（昭和２５年 ２７，０００円

政令第３３８号）第１３７条の

１２第６項の規定による大規模

の修繕又は大規模の模様替の認

定の申請に対する審査

建築基準法施行令第１３７条の ２７，０００円

１２第７項の規定による大規模

の修繕又は大規模の模様替の認



定の申請に対する審査

（渋川市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律関係手数料条

例の一部改正）

第２条 渋川市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律関係手数

料条例（平成２８年渋川市条例第３８号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第１２条第１項」を「第１１条第１項」に、「第３４条第１

項」を「第２９条第１項」に改める。

第１条の２を削る。

第２条及び第３条を次のように改める。

（消費性能適合性判定に係る手数料の額）

第２条 法第１１条第１項又は第１２条第２項の規定により消費性能適合

性判定を受ける者又は消費性能適合性判定を求める国等の機関の長は、

次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、当該各号に定める額（当該消費

性能適合性判定に係る建築物が２以上あるときは、当該各号に定める額

を合算した額）の手数料を納付しなければならない。

（１） 一戸建ての住宅 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合

計が別表第１の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応

じ、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済

産業省・国土交通省令第１号。以下「省令」という。）第１条第１項

第２号イ（１）及びロ（１）に規定する基準、同号イただし書及びロ

（１）に規定する基準又は同号ただし書に規定する方法による基準（

以下「性能基準等」という。）が適用される建築物にあっては同表の

第２欄に掲げる額、同号イ（１）及びロ（２）に規定する基準又は同

号イ（２）及びロ（１）に規定する基準（以下「性能・仕様併用基準

」という。）が適用される建築物にあっては同表の第３欄に掲げる額

、同号イ（２）及びロ（２）に規定する基準又は同号イただし書及び

ロ（２）（以下「仕様基準」という。）が適用される建築物にあって

は同表の第４欄に掲げる額

（２） 共同住宅等（共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住

宅をいう。以下同じ。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積（



省令第４条第３項第２号を適用する場合は、共用部分の床面積を除く

。第５号ア、第３条第１項第２号及び第４号ア並びに同条第２項第２

号及び第４号アにおいて同じ。）の合計が別表第２の第１欄に掲げる

面積の区分のいずれに該当するかに応じ、性能基準等が適用される建

築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、性能・仕様併用基準が適用

される建築物にあっては同表の第３欄に掲げる額、仕様基準が適用さ

れる建築物にあっては同表の第４欄に掲げる額

（３） 非住宅建築物（住宅以外の建築物をいう。以下同じ。）（当該

建築物の全部を工場等（工場、危険物の貯蔵場若しくは処理場、水産

物の増殖場若しくは養殖場、倉庫、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚

物処理場、ごみ焼却場その他の処理施設をいう。以下同じ。）の用途

に供する場合を除く。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の

合計が別表第３の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに

応じ、省令第１条第１項第１号イに規定する基準又は同号ただし書に

規定する方法による基準（以下「消費性能基準標準入力法に係る基準

等」という。）が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる

額、同号ロに規定する基準（以下「消費性能基準モデル建物法に係る

基準」という。）が適用される建築物にあっては同表の第３欄に掲げ

る額

（４） 非住宅建築物（当該建築物の全部を工場等の用途に供する場合

に限る。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計が別表第

４の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、消費性

能基準標準入力法に係る基準等が適用される建築物にあっては同表の

第２欄に掲げる額、消費性能基準モデル建物法に係る基準が適用され

る建築物にあっては同表の第３欄に掲げる額

（５） 複合建築物（住宅部分（省令第１条第２項に規定する住宅部分

をいう。以下同じ。）及び住宅部分以外の建築物の部分（以下「非住

宅部分」という。）を有する建築物をいう。以下同じ。） 次のアの

区分に応じ定める額に、イ又はウの区分に応じ定める額を加算した額

ア 住宅部分 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計が別表



第２の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、性

能基準等が適用されるものにあっては同表の第２欄に掲げる額、性

能・仕様併用基準が適用されるものにあっては同表の第３欄に掲げ

る額、仕様基準が適用されるものにあっては同表の第４欄に掲げる

額

イ 非住宅部分（非住宅部分の全部を工場等の用途に供する場合を除

く。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計が別表第３

の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、消費性

能基準標準入力法に係る基準等が適用されるものにあっては同表の

第２欄に掲げる額、消費性能基準モデル建物法に係る基準が適用さ

れるものにあっては同表の第３欄に掲げる額

ウ 非住宅部分（非住宅部分の全部を工場等の用途に供する場合に限

る。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計が別表第４

の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、消費性

能基準標準入力法に係る基準等が適用されるものにあっては同表の

第２欄に掲げる額、消費性能基準モデル建物法に係る基準が適用さ

れるものにあっては同表の第３欄に掲げる額

２ 法第１１条第２項又は第１２条第３項の規定により変更の消費性能適

合性判定を受ける者又は変更の消費性能適合性判定を求める国等の機関

の長は、前項の規定により算出した額の２分の１に相当する額（新たに

消費性能適合性判定の対象となる別の建築物にあっては同項の規定によ

り算出した額）の手数料を納付しなければならない。

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成２

８年国土交通省令第５号）第１３条の規定により軽微な変更に関する証

明書の交付を求める者は、第１項の規定により算出した額の２分の１に

相当する額の手数料を納付しなければならない。

（消費性能向上計画認定手数料の額）

第３条 消費性能向上計画について、法第２９条第１項の規定による認定

（以下「消費性能向上計画の認定」という。）の申請をする者は、当該

申請に係る次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に



定める額の手数料を納付しなければならない。

（１） 一戸建ての住宅 住宅の床面積の合計が別表第１の第１欄に掲

げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、省令第１０条第２号イ

（１）及びロ（１）に規定する基準又は同号ただし書に規定する方法

による基準（以下「誘導性能基準等」という。）が適用される建築物

にあっては同表の第２欄に掲げる額、同号イ（１）及びロ（２）に規

定する基準又は同号イ（２）及びロ（１）に規定する基準（以下「誘

導性能・仕様併用基準」という。）が適用される建築物にあっては同

表の第３欄に掲げる額、同号イ（２）及びロ（２）に規定する基準（

以下「誘導仕様基準」という。）が適用される建築物にあっては同表

の第４欄に掲げる額

（２） 共同住宅等 住宅の床面積の合計が別表第２の第１欄に掲げる

面積の区分のいずれに該当するかに応じ、誘導性能基準等が適用され

るものにあっては同表の第２欄に掲げる額、誘導性能・仕様併用基準

が適用されるものにあっては同表の第３欄に掲げる額、誘導仕様基準

が適用されるものにあっては同表の第４欄に掲げる額

（３） 非住宅建築物 建築物の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲

げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、省令第１０条第１号イ

（１）及びロ（１）に規定する基準、同号イ（１）及びロ（２）に規

定する基準、同号イ（２）及びロ（１）に規定する基準又は同号ただ

し書に規定する方法による基準（以下「誘導基準標準入力法に係る基

準等」という。）が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げ

る額、同号イ（２）及びロ（２）に規定する基準（以下「誘導基準モ

デル建物法に係る基準」という。）が適用される建築物にあっては同

表の第３欄に掲げる額

（４） 複合建築物 次のアからウまでに掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定める額

ア 住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 住

宅部分の床面積の合計が別表第２の第１欄に掲げる面積の区分のい

ずれに該当するかに応じ、誘導性能基準等が適用されるものにあっ



ては同表の第２欄に掲げる額、誘導性能・仕様併用基準が適用され

るものにあっては同表の第３欄に掲げる額、誘導仕様基準が適用さ

れるものにあっては同表の第４欄に掲げる額

イ 非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合

非住宅部分の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲げる面積の区分

のいずれに該当するかに応じ、誘導基準標準入力法に係る基準等が

適用されるものにあっては同表の第２欄に掲げる額、誘導基準モデ

ル建物法に係る基準が適用されるものにあっては同表の第３欄に掲

げる額

ウ 住宅部分及び非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請

をする場合 次に掲げる額の合算額

（ア） 住宅部分にあっては、アに掲げる額

（イ） 非住宅部分にあっては、イに掲げる額

２ 消費性能向上計画の認定の申請をする者は、当該申請に係る消費性能

向上計画が法第３０条第１項第１号に規定する基準に適合していること

を証する図書として規則で定めるものを添えて当該申請をしたときは、

前項の規定にかかわらず、当該申請に係る次の各号に掲げる建築物の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額の手数料を納付しなければなら

ない。

（１） 一戸建ての住宅 住宅の床面積の合計が別表第１の第１欄に掲

げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、同表の第５欄に掲げる

額

（２） 共同住宅等 住宅の床面積の合計が別表第２の第１欄に掲げる

面積の区分のいずれに該当するかに応じ、同表の第５欄に掲げる額

（３） 非住宅建築物 建築物の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲

げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、同表の第４欄に掲げる

額

（４） 複合建築物 次のアからウまでに掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定める額

ア 住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 住



宅部分の床面積の合計が別表第２の第１欄に掲げる面積の区分のい

ずれに該当するかに応じ、同表の第５欄に掲げる額

イ 非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合

非住宅部分の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲げる面積の区分

のいずれに該当するかに応じ、同表の第４欄に掲げる額

ウ 住宅部分及び非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請

をする場合 次に掲げる額の合算額

（ア） 住宅部分にあっては、アに掲げる額

（イ） 非住宅部分にあっては、イに掲げる額

３ 消費性能向上計画について、法第３１条第１項の規定による変更の認

定の申請をする者は、第１項又は前項の規定により算出した額の２分の

１に相当する額（新たに消費性能向上計画の認定の対象となる別の建築

物にあっては第１項又は前項の規定により算出した額）の手数料を納付

しなければならない。

４ 法第２９条第３項各号に掲げる事項が記載された消費性能向上計画に

ついて、前３項に規定する申請をする者は、前３項に定める額の手数料

のほか、同条第３項に規定する他の建築物について前３項の規定の例に

より算定した額の手数料を納付しなければならない。

５ 消費性能向上計画の認定の申請をする者であって、法第３０条第２項

（法第３１条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申出

を行うものは、当該申請に係る消費性能向上計画について建築基準法（

昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は第１８条第２項（これら

の規定を同法第８７条の４において準用する場合を含む。）の規定によ

る確認の申請又は計画の通知をした場合は、前各項の規定により納付す

べき手数料のほか、渋川市建築基準法関係手数料条例（平成１８年渋川

市条例第２６５号）第２条（別表第１及び別表第２の１の部に係る部分

に限る。）の規定により納付することとなる手数料の額に相当する額の

手数料を納付しなければならない。

第４条中「申請」を「提出、通知又は申請」に改める。

別表第１及び別表第２を次のように改める。



別表第１（第２条、第３条関係）

第１欄 第２欄 第３欄 第４欄 第５欄

２００平 ３３，０００ ２３，０００ １８，０００ ５，０００円

方メート 円 円 円

ル未満

２００平 ３７，０００ ２６，０００ １９，０００ ５，０００円

方メート 円 円 円

ル以上

別表第２（第２条、第３条関係）

第１欄 第２欄 第３欄 第４欄 第５欄

３００平 ６５，０００ ４７，０００ ３１，０００ ９，０００円

方メート 円 円 円

ル未満

３００平 １０８，００ ７９，０００ ５４，０００ １９，０００

方メート ０円 円 円 円

ル以上

別表第３を削り、別表第４中「第１条の２、第２条」を「第２条」に改

め、同表３００平方メートル以上５００平方メートル以下の項中「５００

平方メートル以下」を削り、同表を別表第３とし、同表の次に次の１表を

加える。

別表第４（第２条関係）

第１欄 第２欄 第３欄

３００平方メートル未満 ２１，０００円 １７，０００円

３００平方メートル以上 ３０，０００円 ２６，０００円

別表第５を削る。

（渋川市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例の一部改

正）

第３条 渋川市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例（平

成２１年渋川市条例第３４号）の一部を次のように改正する。

第２条第６項中「第６条第１項」の次に「（同法第８７条の４において



準用する場合を含む。）」を加え、「を申請する者」を「の申請又は同法

第１８条第２項（同法第８７条の４において準用する場合を含む。）の規

定により計画の通知をする者」に改める。

（渋川市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料条例の一部改正）

第４条 渋川市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料条例（平成２

５年渋川市条例第１６号）の一部を次のように改める。

第３条中「第６条第１項」の次に「（同法第８７条の４において準用す

る場合を含む。）」を、「第１８条第２項」の次に「（同法第８７条の４

において準用する場合を含む。）」を加える。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の渋川市建築基準法関係手数料条例第２条の

規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後にされる申

請又は通知に係る手数料について適用し、施行日前にされた申請又は通知

に係る手数料については、なお従前の例による。

３ 第２条の規定による改正後の渋川市建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律関係手数料条例第２条及び第３条の規定は、施行日以後に

される提出、通知又は申請に係る手数料について適用し、施行日前にされ

た提出、通知又は申請に係る手数料については、なお従前の例による。

理 由

建築基準法等の一部改正に伴い、所要の改正をしようとするものである。



渋川市建築基準法関係手数料条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市建築基準法関係手数料条例（平成１８年渋川市条例第２６５号）の一部改正

（第１条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

建築物に関する確認申請手数料 建築物に関する確認申請手数料

手数料を徴収する事務 床面積の合計 手数料の額 手数料を徴収する事務 床面積の合計 手数料の額

法第６条第１項の規定 ３０平方メートル以内のもの １０，０００ 法第６条第１項の規定 ３０平方メートル以内のもの １０，０００

による確認の申請に対 円 による確認の申請に対 円

する審査又は法第１８ ３０平方メートルを超え、１ １６，０００ する審査又は法第１８ ３０平方メートルを超え、１ １５，０００

条第２項の規定による ００平方メートル以内のもの 円 条第２項 による ００平方メートル以内のもの 円

計画の通知に対する審 １００平方メートルを超え、 ２６，０００ 計画の通知に対する審 １００平方メートルを超え、 ２２，０００

査 ２００平方メートル以内のも 円 査 ２００平方メートル以内のも 円

の の

２００平方メートルを超え、 ４０，０００ ２００平方メートルを超え、 ３５，０００

５００平方メートル以内のも 円 ５００平方メートル以内のも 円

の の

５００平方メートルを超え、 ６９，０００ ５００平方メートルを超え、 ６９，０００

１，０００平方メートル以内 円 １，０００平方メートル以内 円

のもの のもの

１，０００平方メートルを超 ８７，０００

え、２，０００平方メートル 円

以内のもの

２，０００平方メートルを超 １６８，００

え、１０，０００平方メート ０円

ル以内のもの

１０，０００平方メートルを ２８２，００

超え、５０，０００平方メー ０円

トル以内のもの

５０，０００平方メートルを ５５９，００

超えるもの ０円

備考 備考

１ 床面積の合計は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める 床面積の合計は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

面積について算定する。 面積について算定する。

議
案
第
５
２
号
参
考
資
料



（１） （略） （１） （略）

（２） 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築しよう （２） 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築しよう

とする場合（移転する場合を除く。） 当該計画の変更に係る部分 とする場合（移転する場合を除く。） 当該計画変更 に係る部分

の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては、当該増加 の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては、当該増加

する部分の床面積） する部分の床面積）

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略）

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法

律第５３号）第１１条第１項ただし書に規定する特定建築行為のうち

、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成

２８年国土交通省令第５号）第２条第１項第１号に該当するものが含

まれる場合（同法第１１条第６項に規定する適合判定通知書又はその

写しが提出された場合を除く。）においては、この表の手数料のほか

、当該特定建築行為に係る建築物ごとの次の表に掲げる区分に応じた

額を合計した額（当該確認を受けた特定建築行為の計画を変更する場

合は、変更する建築物ごとに当該額の２分の１に相当する額を合計し

た額）の手数料を徴収する。

建築物 特定建築行為に係る部分の 手数料の額

床面積の合計

一戸建ての住 ２００平方メートル未満の １１，０００円

宅 もの

２００平方メートル以上の １３，０００円

もの

一戸建ての住 ３００平方メートル未満の ２２，０００円

宅以外の住宅 もの

３００平方メートル以上の ３４，０００円

もの

３ 法第８７条の４に規定する昇降機（以下「昇降機」という。）に係

る部分が含まれる場合においては、この表の手数料のほか、当該昇降

機１基につき、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲げ

る額の手数料を徴収する。

（１） 昇降機を設置しようとする場合（次号に掲げる場合を除く。

） １４，０００円（小荷物専用昇降機については、９，０００円

）

（２） 確認を受けた昇降機の計画の変更をして昇降機を設置しよう
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とする場合 １０，０００円（小荷物専用昇降機については、８，

０００円）

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係）

建築設備及び工作物に関する確認申請手数料 工作物に関する確認申請手数料

手数料を徴収する事務 区分 手数料の額 手数料を徴収する事務 区分 手数料の額

１ 法第８７条の４に （１） 建築設備を設置しよ １４，０００ 法第８８条第１項 （１） 工作物を築造する １３，０００

おいて準用する法第 うとする場合（（２）に掲 円（小荷物専 において準用する法 場合（（２）に掲げ 円

６条第１項の規定に げる場合を除く。） 用昇降機につ 第６条第１項の規定 る場合を除く。）

よる確認の申請に対 いては、９， による確認の申請に （２） 確認を受けた工作物 ８，０００円

する審査又は法第１ ０００円） 対する審査又は法第 の計画の変更をして工作物

８条第２項の規定に （２） 確認を受けた建築設 １０，０００ ８８条第１項におい の築造をしようとする場合

よる計画の通知に対 備の計画の変更をして建築 円（小荷物専 て準用する法第１８

する審査 設備を設置しようとする場 用昇降機につ 条第２項 によ

合 いては、８， る計画の通知に対す

０００円） る審査

２ 法第８８条第１項 （１） 工作物を築造しよう １３，０００

において準用する法 とする場合（（２）に掲げ 円

第６条第１項の規定 る場合を除く。）

による確認の申請に （２） 確認を受けた工作物 ８，０００円

対する審査又は の計画の変更をして工作物

を築造しよう とする場合

法第１８

条第２項の規定によ

る計画の通知に対す

る審査

別表第３（第２条関係） 別表第３（第２条関係）

建築物に関する中間検査申請手数料 建築物に関する中間検査申請手数料

手数料を徴収する事務 床面積の合計 手数料の額 手数料を徴収する事務 床面積の合計 手数料の額

法第７条の３第１項の ３０平方メートル以内のもの １４，０００ 法第７条の３第１項の ３０平方メートル以内のもの １４，０００

規定による中間検査の 円 規定による中間検査の 円

申請に係る検査又は法 申請に係る検査又は法

第１８条第２８項の規 （略） 第１８条第１９項の規 （略）
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定による特定工程に係 定により

る工事が終了した旨の ５００平方メートルを超え、 ３９，０００ 終了した旨の ５００平方メートルを超え、 ３９，０００

通知に係る検査 １，０００平方メートル以内 円 通知に係る検査 １，０００平方メートル以内 円

のもの のもの

１，０００平方メートルを超 ５１，０００

え、２，０００平方メートル 円

以内のもの

２，０００平方メートルを超 １１３，００

え、１０，０００平方メート ０円

ル以内のもの

１０，０００平方メートルを １７６，００

超え、５０，０００平方メー ０円

トル以内のもの

５０，０００平方メートルを ３６２，００

超えるもの ０円

備考 （略） 備考 （略）

別表第４（第２条関係） 別表第４（第２条関係）

建築物に関する完了検査申請手数料 建築物に関する完了検査申請手数料

手数料を徴収する事務 床面積の合計 手数料の額 手数料を徴収する事務 床面積の合計 手数料の額

法第７条第１項の規定 ３０平方メートル以内のもの １５，０００ 法第７条第１項の規定 ３０平方メートル以内のもの １５，０００

による完了検査の申請 円 による完了検査の申請 円

に係る検査又は法第１ ３０平方メートルを超え、１ １９，０００ に係る検査又は法第１ ３０平方メートルを超え、１ １９，０００

８条第２０項の規定に ００平方メートル以内のもの 円 ８条第１６項の規定に ００平方メートル以内のもの 円

よる完了した旨の通知 １００平方メートルを超え、 ２６，０００ より完了した旨の通知 １００平方メートルを超え、 ２４，０００

に係る検査（次部に掲 ２００平方メートル以内のも 円 に係る検査（次部に掲 ２００平方メートル以内のも 円

げる場合の検査を除く の げる場合の検査を除く の

。） ２００平方メートルを超え、 ４０，０００ 。） ２００平方メートルを超え、 ３９，０００

５００平方メートル以内のも 円 ５００平方メートル以内のも 円

の の

５００平方メートルを超え、 ６９，０００ ５００平方メートルを超え、 ６９，０００

１，０００平方メートル以内 円 １，０００平方メートル以内 円

のもの のもの

１，０００平方メートルを超 ８６，０００ 法第７条の３第５項 ３０平方メートル以内のもの １４，０００



議
案
第
５
２
号
参
考
資
料

え、２，０００平方メートル 円 円

以内のもの の規定により中間 ３０平方メートルを超え、１ １８，０００

２，０００平方メートルを超 １４９，００ 検査合格証の交付を受 ００平方メートル以内のもの 円

え、１０，０００平方メート ０円 けた建築物について、 １００平方メートルを超え、 ２３，０００

ル以内のもの 法第 ２００平方メートル以内のも 円

１０，０００平方メートルを ２３７，００ ７条第１項の規定によ の

超え、５０，０００平方メー ０円 る完了検査の申請に係 ２００平方メートルを超え、 ３８，０００

トル以内のもの る検査又は法第１８条 ５００平方メートル以内のも 円

５０，０００平方メートルを ４６１，００ 第２１項の規定により の

超えるもの ０円 中間検査合格証の交付 ５００平方メートルを超え、 ６８，０００

法第７条の３第５項若 ３０平方メートル以内のもの １４，０００ を受けた建築物につい １，０００平方メートル以内 円

しくは法第７条の４第 円 て、法第１８条第１６ のもの

３項の規定により建築 ３０平方メートルを超え、１ １８，０００ 項の規定により

物等が建築基準関係規 ００平方メートル以内のもの 円 完了した旨の通知

定に適合すると認めら １００平方メートルを超え、 ２５，０００ に係る検査

れた場合における法第 ２００平方メートル以内のも 円

７条第１項の規定によ の

る完了検査の申請に係 ２００平方メートルを超え、 ３９，０００

る検査又は法第１８条 ５００平方メートル以内のも 円

第３０項の規定により の

建築物等が建築基準関 ５００平方メートルを超え、 ６８，０００

係規定に適合すると認 １，０００平方メートル以内 円

められた場合における のもの

同条第２０項の規定に １，０００平方メートルを超 ８３，０００

よる完了した旨の通知 え、２，０００平方メートル 円

に係る検査 以内のもの

２，０００平方メートルを超 １３９，００

え、１０，０００平方メート ０円

ル以内のもの

１０，０００平方メートルを ２２７，００

超え、５０，０００平方メー ０円

トル以内のもの

５０，０００平方メートルを ４５１，００

超えるもの ０円
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備考 備考

１ 床面積の合計は、建築物を建築した場合（移転した場合を除く。） 床面積の合計は、建築物を建築した場合（移転した場合を除く。）

にあっては当該建築に係る部分の床面積について算定し、建築物を移 にあっては当該建築に係る部分の床面積について算定し、建築物を移

転し、又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替をした場合にあって 転し、又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替をした場合にあって

は当該移転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の２分の１について は当該移転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の２分の１について

算定する。 算定する。

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１１条第１項

に規定する要確認特定建築行為が含まれる場合においては、この表の

手数料のほか、申請又は通知１件につき、次の表に掲げる区分に応じ

た額の手数料を徴収する。

要確認特定建築行為に係る部分の床面積の合計 手数料の額

３０平方メートル以内のもの ３，０００円

３０平方メートルを超え、１００平方メートル ４，０００円

以内のもの

１００平方メートルを超え、２００平方メート ５，０００円

ル以内のもの

２００平方メートルを超えるもの ８，０００円

３ 昇降機に係る部分が含まれる場合においては、この表の手数料のほ

か、当該昇降機１基につき、手数料として１８，０００円（小荷物専

用昇降機については、１４，０００円）を徴収する。

別表第５（第２条関係） 別表第５（第２条関係）

建築設備及び工作物に関する完了検査申請手数料 工作物に関する完了検査申請手数料

手数料を徴収する事務 区分 手数料の額 手数料を徴収する事務 区分 手数料の額

法第８７条の４又は法 （１） 建築設備を設置しよ １８，０００ 法 工作物を築造しよう １３，０００

第８８条第１項におい うとする場合 円（小荷物専 第８８条第１項におい とする場合 円

て準用する法第７条第 用昇降機につ て準用する法第７条第

１項の規定による完了 いては、１４ １項の規定による完了

検査の申請に係る検査 ，０００円） 検査の申請に係る検査

又は法第１８条第２０ （２） 工作物を築造しよう １３，０００ 又は法第８８条第１項

項の規定による とする場合 円 において準用する法第

１８条第１６項の規定

完了した旨の通 により完了した旨の通

知に係る検査 知に係る検査
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別表第６（第２条関係） 別表第６（第２条関係）

許可等申請手数料 許可等申請手数料

手数料を徴収する事務 手数料の額 手数料を徴収する事務 手数料の額

法第７条の６第１項第１号及び １２０，０００円 法第４２条第１項第５号の規定 ５０，０００円

法第１８条第３８項第１号（そ による道路位置の指定の申請に

れぞれ法第８７条の４において 対する審査

準用する場合を含む。）の規定

による仮使用の認定の申請に対 （略）

する審査

法第４２条第１項第５号の規定 ５０，０００円 法第８５条第６項の規定による １２０，０００円

による道路位置の指定の申請に 仮設建築物 の建築の許可の申

対する審査 請に対する審査

法第８６条第１項の規定による 建築物の数が２である 場合にあ

（略） 複数建築物 っては７８，０００円、建築物の数

に関する特例の認定 が３以上である場合にあっては７８

法第８５条第６項の規定による １２０，０００円 の申請に対する審査 ，０００円に２を超える建築物の数

仮設興行場等の建築の許可の申 に２８，０００円を乗じて得た額を

請に対する審査 加算した額

法第８６条第１項の規定による 建築物の数が２以下である場合にあ 法第８６条第２項の規定による 建築物（建築等をするものに限る。

一の敷地内にあるものとみなさ っては７８，０００円、建築物の数 複数建築物 以下この項において同じ。）の数が

れる建築物に関する特例の認定 が３以上である場合にあっては７８ に関する特例の認定 １である場合にあっては７８，００

の申請に対する審査 ，０００円に２を超える建築物の数 の申請に対する審査 ０円、建築物の数が２以上である場

に２８，０００円を乗じて得た額を 合にあっては７８，０００円に１を

加算した額 超える建築物の数に２８，０００円

法第８６条第２項の規定による 建築物（建築等をするものに限る。 を乗じて得た額を加算した額

一の敷地内にあるものとみなさ 以下この項において同じ。）の数が

れる建築物に関する特例の認定 １である場合にあっては７８，００ （略）

の申請に対する審査 ０円、建築物の数が２以上である場

合にあっては７８，０００円に１を 法第８６条の５第１項の規定に ６，４００円に現に存する建築物の

超える建築物の数に２８，０００円 よる複数建築物の認定又は許可 数に１２，０００円を乗じて得た額

を乗じて得た額を加算した額 の取消しの申請に対する審査 を加算した額

法第８６条の６第２項の規定に ２７，０００円

（略） よる建築物の容積率、建蔽率、

外壁の後退距離又は高さに関す

法第８６条の５第１項の規定に ６，４００円に現に存する建築物の る制限の適用除外に係る認定の
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よる複数建築物の認定 数に１２，０００円を乗じて得た額 申請に対する審査

の取消しの申請に対する審査 を加算した額

法第８６条の６第２項の規定に ２７，０００円

よる建築物の容積率、建蔽率、

外壁の後退距離又は高さに関す

る制限の適用除外に係る認定の

申請に対する審査

法第８６条の８第１項の規定に ２７，０００円

よる２以上の工事の全体計画の

認定の申請に対する審査

法第８６条の８第３項の規定に ２７，０００円

よる２以上の工事の全体計画の

変更の認定の申請に対する審査

法第８７条の２第１項の規定に ２７，０００円

よる２以上の工事の全体計画の

認定の申請に対する審査

法第８７条の３第６項の規定に １２０，０００円

よる興行場等の使用の許可の申

請に対する審査

建築基準法施行令（昭和２５年 ２７，０００円

政令第３３８号）第１３７条の

１２第６項の規定による大規模

の修繕又は大規模の模様替の認

定の申請に対する審査

建築基準法施行令第１３７条の ２７，０００円

１２第７項の規定による大規模

の修繕又は大規模の模様替の認

定の申請に対する審査



渋川市建築基準法関係手数料条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律関係手数料条例（平成２８年渋川市条例第３８号）の一部改正

（第２条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（趣旨） （趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の 第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の

規定に基づき、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成 規定に基づき、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成

２７年法律第５３号。以下「法」という。）の規定により法第１１条第１ ２７年法律第５３号。以下「法」という。）の規定により法第１２条第１

項に規定する建築物エネルギー消費性能適合性判定（以下「消費性能適合 項に規定する建築物エネルギー消費性能適合性判定（以下「消費性能適合

性判定」という。）を受ける者、法第２９条第１項に規定する建築物エネ 性判定」という。）を受ける者、法第３４条第１項に規定する建築物エネ

ルギー消費性能向上計画（以下「消費性能向上計画」という。）の認定を ルギー消費性能向上計画（以下「消費性能向上計画」という。）の認定を

申請する者等から徴収する手数料に関し必要な事項を定めるものとする。 申請する者等から徴収する手数料に関し必要な事項を定めるものとする。

（消費性能適合性判定に係る手数料の額）

第１条の２ 法第１２条第１項又は第２項の規定により消費性能適合性判定

を受ける者は、当該消費性能適合性判定に係る建築物内の非住宅部分（法

第１１条第１項に規定する非住宅部分をいう。以下同じ。）の床面積の合

計が別表第４の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・

国土交通省令第１号。以下「省令」という。）第１条第１項第１号イに規

定する基準又は同号ただし書に規定する方法による基準（以下「消費性能

基準標準入力法に係る基準等」という。）が適用される建築物にあっては

同表の第２欄に、同号ロに規定する基準（以下「消費性能基準モデル建物

法に係る基準」という。）が適用される建築物にあっては同表の第３欄に

それぞれ掲げる額の手数料（当該消費性能適合性判定に係る建築物が２以

上あるときは、建築物ごとに算出した手数料を合計したもの）を納付しな

ければならない。ただし、消費性能適合性判定に係る建築物の用途が次の

各号のいずれかに該当する場合には、当該建築物の非住宅部分の床面積の

合計が別表第５の第１欄に掲げる面積の区分に応じ、消費性能基準標準入

力法に係る基準等が適用される建築物にあっては同表の第２欄に、消費性

能基準モデル建物法に係る基準が適用される建築物にあっては同表の第３

欄にそれぞれ掲げる額の手数料（当該消費性能適合性判定に係る建築物が

２以上あるときは、建築物ごとに算出した手数料を合計したもの）を納付

しなければならない。
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（１） 工場

（２） 危険物の貯蔵又は処理に供するもの

（３） 水産物の増殖場又は養殖場

（４） 倉庫

（５） 卸売市場

（６） 火葬場

（７） と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その他の処理施設

２ 法第１３条第２項又は第３項の規定により消費性能適合性判定を求める

国等及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平

成２８年国土交通省令第５号）第１１条の規定により軽微な変更に関する

証明書の交付を求める者は、前項の規定の例により算出した額の手数料を

納付しなければならない。

（消費性能適合性判定に係る手数料の額） （消費性能向上計画認定手数料の額）

第２条 法第１１条第１項又は第１２条第２項の規定により消費性能適合性 第２条 消費性能向上計画について、法第３４条第１項の規定による認定又

判定を受ける者又は消費性能適合性判定を求める国等の機関の長は、次の は法第３６条第１項の規定による変更の認定（以下「消費性能向上計画の

各号に掲げる建築物の区分に応じ、当該各号に定める額（当該消費性能適 認定」という。）の申請をする者は、当該申請に係る次の各号に掲げる建

合性判定に係る建築物が２以上あるときは、当該各号に定める額を合算し 築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額の手数料を納付しなけれ

た額）の手数料を納付しなければならない。 ばならない。

（１） 一戸建ての住宅 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計 （１） 一戸建ての住宅（非住宅部分を有しないものに限る。次条第１項

が別表第１の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、 第１号において同じ。） 住宅の床面積の合計が別表第１の第１欄に掲

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省 げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、省令第１０条第２号イ（

・国土交通省令第１号。以下「省令」という。）第１条第１項第２号イ １）及びロ（１）に規定する基準、同号イ（１）及びロ（２）に規定す

（１）及びロ（１）に規定する基準、同号イただし書及びロ（１）に規 る基準、同号イ（２）及びロ（１）に規定する基準又は同号ただし書に

定する基準又は同号ただし書に規定する方法による基準（以下「性能基 規定する方法による基準（以下「誘導性能基準等」という。）が適用さ

準等」という。）が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる れる建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、同号イ（２）及びロ（

額、同号イ（１）及びロ（２）に規定する基準又は同号イ（２）及びロ ２）に規定する基準（以下「誘導仕様基準」という。）が適用される建

（１）に規定する基準（以下「性能・仕様併用基準」という。）が適用 築物にあっては同表の第３欄に掲げる額

される建築物にあっては同表の第３欄に掲げる額、同号イ（２）及びロ （２） 共同住宅等（共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅

（２）に規定する基準又は同号イただし書及びロ（２）（以下「仕様基 をいう。以下同じ。）（非住宅部分を有しないものに限る。） 誘導仕

準」という。）が適用される建築物にあっては同表の第４欄に掲げる額 様基準が適用される共同住宅等及び設計一次エネルギー消費量を省令第

（２） 共同住宅等（共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅 ４条第３項第２号の数値とした共同住宅等（以下「共用部分の数値を用

をいう。以下同じ。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積（省令 いない共同住宅等」という。）にあってはアに掲げる額、それら以外の

第４条第３項第２号を適用する場合は、共用部分の床面積を除く。第５ 共同住宅等にあっては次に掲げる額の合算額

号ア、第３条第１項第２号及び第４号ア並びに同条第２項第２号及び第 ア 住棟内の住戸の数が別表第２の第１欄に掲げる戸数の区分のいずれ

４号アにおいて同じ。）の合計が別表第２の第１欄に掲げる面積の区分 に該当するかに応じ、誘導性能基準等が適用される建築物にあっては

のいずれに該当するかに応じ、性能基準等が適用される建築物にあって 同表の第２欄に掲げる額、誘導仕様基準が適用される建築物にあって
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は同表の第２欄に掲げる額、性能・仕様併用基準が適用される建築物に は同表の第３欄に掲げる額

あっては同表の第３欄に掲げる額、仕様基準が適用される建築物にあっ イ 住棟内の共用部分の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲げる面積

ては同表の第４欄に掲げる額 の区分のいずれに該当するかに応じ、同表の第２欄に掲げる額

（３） 非住宅建築物（住宅以外の建築物をいう。以下同じ。）（当該建 （３） 住宅部分（法第１１条第１項に規定する住宅部分をいう。以下同

築物の全部を工場等（工場、危険物の貯蔵場若しくは処理場、水産物の じ。）と非住宅部分とを有する建築物（住宅部分が共同住宅等以外の住

増殖場若しくは養殖場、倉庫、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理 宅であるものに限る。） 次のアからウまでに掲げる場合の区分に応じ

場、ごみ焼却場その他の処理施設をいう。以下同じ。）の用途に供する 、それぞれアからウまでに定める額

場合を除く。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計が別表 ア 住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 第１

第３の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、省令第 号（第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）に規定す

１条第１項第１号イに規定する基準又は同号ただし書に規定する方法に る額

よる基準（以下「消費性能基準標準入力法に係る基準等」という。）が イ 建築物について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 次に掲

適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、同号ロに規定す げる額の合算額

る基準（以下「消費性能基準モデル建物法に係る基準」という。）が適 （ア） 建築物内の住宅部分の床面積の合計が別表第１の第１欄に掲

用される建築物にあっては同表の第３欄に掲げる額 げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、誘導性能基準等が適

（４） 非住宅建築物（当該建築物の全部を工場等の用途に供する場合に 用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、誘導仕様基準

限る。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計が別表第４の が適用される建築物にあっては同表の第３欄に掲げる額

第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、消費性能基準 （イ） 建築物内の非住宅部分の床面積の合計が別表第４の第１欄に

標準入力法に係る基準等が適用される建築物にあっては同表の第２欄に 掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、省令第１０条第１

掲げる額、消費性能基準モデル建物法に係る基準が適用される建築物に 号イ（１）及びロ（１）に規定する基準、同号イ（１）及びロ（２

あっては同表の第３欄に掲げる額 ）に規定する基準、同号イ（２）及びロ（１）に規定する基準又は

（５） 複合建築物（住宅部分（省令第１条第２項に規定する住宅部分を 同号ただし書に規定する方法による基準（以下「誘導基準標準入力

いう。以下同じ。）及び住宅部分以外の建築物の部分（以下「非住宅部 法に係る基準等」という。）が適用される建築物にあっては同表の

分」という。）を有する建築物をいう。以下同じ。） 次のアの区分に 第２欄に掲げる額、同号イ（２）及びロ（２）に規定する基準（以

応じ定める額に、イ又はウの区分に応じ定める額を加算した額 下「誘導基準モデル建物法に係る基準」という。）が適用される建

ア 住宅部分 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計が別表第 築物にあっては同表の第３欄に掲げる額

２の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、性能基 ウ 非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 イ

準等が適用されるものにあっては同表の第２欄に掲げる額、性能・仕 （イ）（第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規

様併用基準が適用されるものにあっては同表の第３欄に掲げる額、仕 定の例により算出した額

様基準が適用されるものにあっては同表の第４欄に掲げる額 （４） 住宅部分と非住宅部分とを有する建築物（住宅部分が共同住宅等

イ 非住宅部分（非住宅部分の全部を工場等の用途に供する場合を除く であるものに限る。） 次のアからウまでに掲げる場合の区分に応じ、

。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計が別表第３の第 それぞれアからウまでに定める額

１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、消費性能基準 ア 住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 第２

標準入力法に係る基準等が適用されるものにあっては同表の第２欄に 号（同号ア及びイの規定を第３項の規定により読み替えて適用する場

掲げる額、消費性能基準モデル建物法に係る基準が適用されるものに 合を含む。）に規定する額

あっては同表の第３欄に掲げる額 イ 建築物について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 誘導仕

ウ 非住宅部分（非住宅部分の全部を工場等の用途に供する場合に限る 様基準が適用される建築物及び住宅部分が共用部分の数値を用いない

。） 消費性能適合性判定に係る部分の床面積の合計が別表第４の第 共同住宅等である建築物にあっては（ア）及び（ウ）に掲げる額の合
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１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、消費性能基準 算額、それら以外の建築物にあっては次に掲げる額の合算額

標準入力法に係る基準等が適用されるものにあっては同表の第２欄に （ア） 建築物内の住戸の数が別表第２の第１欄に掲げる戸数の区分

掲げる額、消費性能基準モデル建物法に係る基準が適用されるものに のいずれに該当するかに応じ、誘導性能基準等が適用される建築物

あっては同表の第３欄に掲げる額 にあっては同表の第２欄に掲げる額、誘導仕様基準が適用される建

２ 法第１１条第２項又は第１２条第３項の規定により変更の消費性能適合 築物にあっては同表の第３欄に掲げる額

性判定を受ける者又は変更の消費性能適合性判定を求める国等の機関の長 （イ） 建築物内の住戸の用のみに供される共用部分の床面積の合計

は、前項の規定により算出した額の２分の１に相当する額（新たに消費性 が別表第３の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応

能適合性判定の対象となる別の建築物にあっては同項の規定により算出し じ、同表の第２欄に掲げる額

た額）の手数料を納付しなければならない。 （ウ） 建築物内の非住宅部分（住戸の用に供される共用部分が住戸

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成２８ 以外の用にも供されるものであるときは、当該部分を含む。次条第

年国土交通省令第５号）第１３条の規定により軽微な変更に関する証明書 １項第４号ウにおいて同じ。）の床面積の合計が別表第４の第１欄

の交付を求める者は、第１項の規定により算出した額の２分の１に相当す に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、誘導基準標準入

る額の手数料を納付しなければならない。 力法に係る基準等が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲

げる額、誘導基準モデル建物法に係る基準が適用される建築物にあ

っては同表の第３欄に掲げる額

ウ 非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 イ

（ウ）（第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規

定の例により算出した額

（５） 住宅以外の建築物 建築物の床面積の合計が別表第４の第１欄に

掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、誘導基準標準入力法に

係る基準等が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、誘

導基準モデル建物法に係る基準が適用される建築物にあっては同表の第

３欄に掲げる額

２ 前項の場合において、消費性能向上計画に法第３４条第３項各号に掲げ

る事項が記載されているときは、同条第１項の規定による認定の申請に係

る手数料の額は当該申請に係る同条第３項に規定する申請建築物及び他の

建築物についてそれぞれ前項の規定により算定した額の合算額とし、法第

３６条第１項の規定による変更の認定の申請に係る手数料の額は当該申請

により変更する法第３４条第３項に規定する申請建築物及び他の建築物又

は追加する同項に規定する他の建築物についてそれぞれ前項の規定により

算定した額の合算額とする。

３ 消費性能向上計画の認定の申請をする者が当該申請に係る消費性能向上

計画が法第３５条第１項第１号に規定する基準に適合していることを証す

る図書として規則で定めるものを添えて当該申請をしたときは、当該申請

に係る第１項の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるも

のとする。
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第１号 省令第１０条第２号イ（１）及びロ（ 同表の第４欄

１）に規定する基準、同号イ（１）及

びロ（２）に規定する基準、同号イ（

２）及びロ（１）に規定する基準又は

同号ただし書に規定する方法による基

準（以下「誘導性能基準等」という。

）が適用される建築物にあっては同表

の第２欄に掲げる額、同号イ（２）及

びロ（２）に規定する基準（以下「誘

導仕様基準」という。）が適用される

建築物にあっては同表の第３欄

第２号ア、第３号 誘導性能基準等が適用される建築物に 同表の第４欄

イ（ア）及び第４ あっては同表の第２欄に掲げる額、誘

号イ（ア） 導仕様基準が適用される建築物にあっ

ては同表の第３欄

第２号イ及び第４ 第２欄 第４欄

号イ（イ）

第３号イ（イ） 省令第１０条第１号イ（１）及びロ（ 同表の第４欄

１）に規定する基準、同号イ（１）及

びロ（２）に規定する基準、同号イ（

２）及びロ（１）に規定する基準又は

同号ただし書に規定する方法による基

準（以下「誘導基準標準入力法に係る

基準等」という。）が適用される建築

物にあっては同表の第２欄に掲げる額

、同号イ（２）及びロ（２）に規定す

る基準（以下「誘導基準モデル建物法

に係る基準」という。）が適用される

建築物にあっては同表の第３欄

第４号イ（ウ）及 誘導基準標準入力法に係る基準等が適 同表の第４欄

び第５号 用される建築物にあっては同表の第２

欄に掲げる額、誘導基準モデル建物法

に係る基準が適用される建築物にあっ

ては同表の第３欄

４ 消費性能向上計画の認定の申請をする者であって、法第３５条第２項（

法第３６条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申出を行
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うものは、第１項（前項において読み替えて適用する場合を含む。）及び

第２項の規定により納付すべき手数料のほか、当該申請に係る消費性能向

上計画について建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項（

同法第８７条の４において準用する場合を含む。）の規定による確認の申

請又は同法第１８条第２項（同法第８７条の４において準用する場合を含

む。）の規定による計画の通知をしたならば渋川市建築基準法関係手数料

条例（平成１８年渋川市条例第２６５号）第２条の規定により納付するこ

ととなる手数料の額に相当する額の手数料を納付しなければならない。

（消費性能向上計画認定手数料の額） （消費性能に係る認定手数料の額）

第３条 消費性能向上計画について、法第２９条第１項の規定による認定（ 第３条 法第４１条第１項の規定により建築物エネルギー消費性能基準につ

以下「消費性能向上計画の認定」という。）の申請をする者は、当該申請 いて適合している旨の認定（以下「消費性能に係る認定」という。）の申

に係る次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める 請をする者は、当該申請に係る次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、そ

額の手数料を納付しなければならない。 れぞれ当該各号に定める額の手数料を納付しなければならない。

（１） 一戸建ての住宅 住宅の床面積の合計が別表第１の第１欄に掲げ （１） 一戸建ての住宅 住宅の床面積の合計が別表第１の第１欄に掲げ

る面積の区分のいずれに該当するかに応じ、省令第１０条第２号イ（１ る面積の区分のいずれに該当するかに応じ、省令第１条第１項第２号イ

）及びロ（１）に規定する基準又は同号ただし書に規定する方法による （１）及びロ（１）に規定する基準、同号イ（１）及びロ（２）に規定

基準（以下「誘導性能基準等」という。）が適用される建築物にあって する基準、同号イ（１）及びロ（３）に規定する基準、同号イ（２）及

は同表の第２欄に掲げる額、同号イ（１）及びロ（２）に規定する基準 びロ（１）に規定する基準、同号イ（３）及びロ（１）に規定する基準

又は同号イ（２）及びロ（１）に規定する基準（以下「誘導性能・仕様 又は同号ただし書に規定する方法による基準（以下「性能基準等」とい

併用基準」という。）が適用される建築物にあっては同表の第３欄に掲 う。）が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、同号イ

げる額、同号イ（２）及びロ（２）に規定する基準（以下「誘導仕様基 （２）及びロ（２）に規定する基準、同号イ（２）及びロ（３）に規定

準」という。）が適用される建築物にあっては同表の第４欄に掲げる額 する基準又は同号イ（３）及びロ（２）に規定する基準（以下「モデル

（２） 共同住宅等 住宅の床面積の合計が別表第２の第１欄に掲げる面 住宅法又はフロア入力法に係る基準」という。）が適用される建築物並

積の区分のいずれに該当するかに応じ、誘導性能基準等が適用されるも びに同号イ（３）及びロ（３）に規定する基準（以下「仕様基準」とい

のにあっては同表の第２欄に掲げる額、誘導性能・仕様併用基準が適用 う。）が適用される建築物にあっては同表の第３欄に掲げる額

されるものにあっては同表の第３欄に掲げる額、誘導仕様基準が適用さ （２） 共同住宅等（非住宅部分を有しないものに限る。） 仕様基準が

れるものにあっては同表の第４欄に掲げる額 適用される共同住宅等及び共用部分の数値を用いない共同住宅等にあっ

（３） 非住宅建築物 建築物の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲げ てはアに掲げる額、それら以外の共同住宅等にあっては次に掲げる額の

る面積の区分のいずれに該当するかに応じ、省令第１０条第１号イ（１ 合算額

）及びロ（１）に規定する基準、同号イ（１）及びロ（２）に規定する ア 住棟内の住戸の数が別表第２の第１欄に掲げる戸数の区分のいずれ

基準、同号イ（２）及びロ（１）に規定する基準又は同号ただし書に規 に該当するかに応じ、性能基準等が適用される建築物にあっては同表

定する方法による基準（以下「誘導基準標準入力法に係る基準等」とい の第２欄に掲げる額、モデル住宅法又はフロア入力法に係る基準が適

う。）が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、同号イ 用される建築物及び仕様基準が適用される建築物にあっては同表の第

（２）及びロ（２）に規定する基準（以下「誘導基準モデル建物法に係 ３欄に掲げる額

る基準」という。）が適用される建築物にあっては同表の第３欄に掲げ イ 住棟内の共用部分の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲げる面積

る額 の区分のいずれに該当するかに応じ、性能基準等が適用される建築物
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（４） 複合建築物 次のアからウまでに掲げる場合の区分に応じ、それ にあっては同表の第２欄に掲げる額、モデル住宅法又はフロア入力法

ぞれアからウまでに定める額 に係る基準が適用される建築物にあっては同表の第３欄に掲げる額

ア 住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 住宅 （３） 住宅部分と非住宅部分とを有する建築物（住宅部分が共同住宅等

部分の床面積の合計が別表第２の第１欄に掲げる面積の区分のいずれ 以外の住宅であるものに限る。） 次に掲げる額の合算額

に該当するかに応じ、誘導性能基準等が適用されるものにあっては同 ア 建築物内の住宅部分の床面積の合計が別表第１の第１欄に掲げる面

表の第２欄に掲げる額、誘導性能・仕様併用基準が適用されるものに 積の区分のいずれに該当するかに応じ、性能基準等が適用される建築

あっては同表の第３欄に掲げる額、誘導仕様基準が適用されるものに 物にあっては同表の第２欄に掲げる額、モデル住宅法又はフロア入力

あっては同表の第４欄に掲げる額 法に係る基準が適用される建築物及び仕様基準が適用される建築物に

イ 非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 非 あっては同表の第３欄に掲げる額

住宅部分の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲げる面積の区分のい イ 建築物内の非住宅部分の床面積の合計が別表第４の第１欄に掲げる

ずれに該当するかに応じ、誘導基準標準入力法に係る基準等が適用さ 面積の区分のいずれに該当するかに応じ、消費性能基準標準入力法に

れるものにあっては同表の第２欄に掲げる額、誘導基準モデル建物法 係る基準等が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、

に係る基準が適用されるものにあっては同表の第３欄に掲げる額 消費性能基準モデル建物法に係る基準が適用される建築物にあっては

ウ 住宅部分及び非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請を 同表の第３欄に掲げる額

する場合 次に掲げる額の合算額 （４） 住宅部分と非住宅部分とを有する建築物（住宅部分が共同住宅等

（ア） 住宅部分にあっては、アに掲げる額 であるものに限る。） 仕様基準が適用される建築物及び住宅部分が共

（イ） 非住宅部分にあっては、イに掲げる額 用部分の数値を用いない共同住宅等である建築物にあってはア及びウに

２ 消費性能向上計画の認定の申請をする者は、当該申請に係る消費性能向 掲げる額の合算額、それら以外の建築物にあっては次に掲げる額の合算

上計画が法第３０条第１項第１号に規定する基準に適合していることを証 額

する図書として規則で定めるものを添えて当該申請をしたときは、前項の ア 建築物内の住戸の数が別表第２の第１欄に掲げる戸数の区分のいず

規定にかかわらず、当該申請に係る次の各号に掲げる建築物の区分に応じ れに該当するかに応じ、性能基準等が適用される建築物にあっては同

、それぞれ当該各号に定める額の手数料を納付しなければならない。 表の第２欄に掲げる額、モデル住宅法又はフロア入力法に係る基準が

（１） 一戸建ての住宅 住宅の床面積の合計が別表第１の第１欄に掲げ 適用される建築物及び仕様基準が適用される建築物にあっては同表の

る面積の区分のいずれに該当するかに応じ、同表の第５欄に掲げる額 第３欄に掲げる額

（２） 共同住宅等 住宅の床面積の合計が別表第２の第１欄に掲げる面 イ 建築物内の住戸の用のみに供される共用部分の床面積の合計が別表

積の区分のいずれに該当するかに応じ、同表の第５欄に掲げる額 第３の第１欄に掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、性能

（３） 非住宅建築物 建築物の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲げ 基準等が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、モデ

る面積の区分のいずれに該当するかに応じ、同表の第４欄に掲げる額 ル住宅法又はフロア入力法に係る基準が適用される建築物にあっては

（４） 複合建築物 次のアからウまでに掲げる場合の区分に応じ、それ 同表の第３欄に掲げる額

ぞれアからウまでに定める額 ウ 建築物内の非住宅部分の床面積の合計が別表第４の第１欄に掲げる

ア 住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 住宅 面積の区分のいずれに該当するかに応じ、消費性能基準標準入力法に

部分の床面積の合計が別表第２の第１欄に掲げる面積の区分のいずれ 係る基準等が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額、

に該当するかに応じ、同表の第５欄に掲げる額 消費性能基準モデル建物法に係る基準が適用される建築物にあっては

イ 非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請をする場合 非 同表の第３欄に掲げる額

住宅部分の床面積の合計が別表第３の第１欄に掲げる面積の区分のい （５） 住宅以外の建築物 建築物の床面積の合計が別表第４の第１欄に

ずれに該当するかに応じ、同表の第４欄に掲げる額 掲げる面積の区分のいずれに該当するかに応じ、消費性能基準標準入力

ウ 住宅部分及び非住宅部分について消費性能向上計画の認定の申請を 法に係る基準等が適用される建築物にあっては同表の第２欄に掲げる額
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する場合 次に掲げる額の合算額 、消費性能基準モデル建物法に係る基準が適用される建築物にあっては

（ア） 住宅部分にあっては、アに掲げる額 同表の第３欄に掲げる額

（イ） 非住宅部分にあっては、イに掲げる額 ２ 消費性能に係る認定の申請をする者が当該申請に係る建築物が法第２条

３ 消費性能向上計画について、法第３１条第１項の規定による変更の認定 第１項第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準に適合しているこ

の申請をする者は、第１項又は前項の規定により算出した額の２分の１に とを証する図書として規則で定めるものを添えて当該申請をしたときは、

相当する額（新たに消費性能向上計画の認定の対象となる別の建築物にあ 当該申請に係る前項の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定

っては第１項又は前項の規定により算出した額）の手数料を納付しなけれ 中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替

ばならない。 えるものとする。

４ 法第２９条第３項各号に掲げる事項が記載された消費性能向上計画につ 第１号 省令第１条第１項第２号イ（１）及び 同表の第４欄

いて、前３項に規定する申請をする者は、前３項に定める額の手数料のほ ロ（１）に規定する基準、同号イ（１

か、同条第３項に規定する他の建築物について前３項の規定の例により算 ）及びロ（２）に規定する基準、同号

定した額の手数料を納付しなければならない。 イ（１）及びロ（３）に規定する基準

５ 消費性能向上計画の認定の申請をする者であって、法第３０条第２項（ 、同号イ（２）及びロ（１）に規定す

法第３１条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申出を行 る基準、同号イ（３）及びロ（１）に

うものは、当該申請に係る消費性能向上計画について建築基準法（昭和２ 規定する基準又は同号ただし書に規定

５年法律第２０１号）第６条第１項又は第１８条第２項（これらの規定を する方法による基準（以下「性能基準

同法第８７条の４において準用する場合を含む。）の規定による確認の申 等」という。）が適用される建築物に

請又は計画の通知をした場合は、前各項の規定により納付すべき手数料の あっては同表の第２欄に掲げる額、同

ほか、渋川市建築基準法関係手数料条例（平成１８年渋川市条例第２６５ 号イ（２）及びロ（２）に規定する基

号）第２条（別表第１及び別表第２の１の部に係る部分に限る。）の規定 準、同号イ（２）及びロ（３）に規定

により納付することとなる手数料の額に相当する額の手数料を納付しなけ する基準又は同号イ（３）及びロ（２

ればならない。 ）に規定する基準（以下「モデル住宅

法又はフロア入力法に係る基準」とい

う。）が適用される建築物並びに同号

イ（３）及びロ（３）に規定する基準

（以下「仕様基準」という。）が適用

される建築物にあっては同表の第３欄

第２号ア 性能基準等が適用される建築物にあっ 同表の第４欄

ては同表の第２欄に掲げる額、モデル

住宅法又はフロア入力法に係る基準が

適用される建築物及び仕様基準が適用

される建築物にあっては同表の第３欄

第２号イ及び第４ 性能基準等が適用される建築物にあっ 同表の第４欄

号イ ては同表の第２欄に掲げる額、モデル

住宅法又はフロア入力法に係る基準が

適用される建築物にあっては同表の第

３欄
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第３号ア及び第４ 性能基準等が適用される建築物にあっ 同表の第４欄

号ア ては同表の第２欄に掲げる額、モデル

住宅法又はフロア入力法に係る基準が

適用される建築物及び仕様基準が適用

される建築物にあっては同表の第３欄

第３号イ、第４号 消費性能基準標準入力法に係る基準等 同表の第４欄

ウ及び第５号 が適用される建築物にあっては同表の

第２欄に掲げる額、消費性能基準モデ

ル建物法に係る基準が適用される建築

物にあっては同表の第３欄

（手数料の徴収時期） （手数料の徴収時期）

第４条 手数料は、提出、通知又は申請の時に徴収する。 第４条 手数料は、申請 の時に徴収する。

別表第１（第２条、第３条関係） 別表第１（第２条、第３条関係）

第１欄 第２欄 第３欄 第４欄 第５欄 第１欄 第２欄 第３欄 第４欄

２００平 ３３，０００ ２３，０００ １８，０００ ５，０００円 ２００平方メー ３３，０００円 １８，０００円 ５，０００円

方メート 円 円 円 トル未満

ル未満 ２００平方メー ３７，０００円 １９，０００円 ５，０００円

２００平 ３７，０００ ２６，０００ １９，０００ ５，０００円 トル以上

方メート 円 円 円

ル以上

別表第２（第２条、第３条関係） 別表第２（第２条、第３条関係）

第１欄 第２欄 第３欄 第４欄 第５欄 第１欄 第２欄 第３欄 第４欄

３００平 ６５，０００ ４７，０００ ３１，０００ ９，０００円 １戸以上４戸以 ６５，０００円 ３１，０００円 ９，０００円

方メート 円 円 円 下

ル未満 ５戸以上１５戸 １０８，０００ ５４，０００円 １９，０００円

３００平 １０８，００ ７９，０００ ５４，０００ １９，０００ 以下 円

方メート ０円 円 円 円

ル以上

別表第３（第２条、第３条関係）

第１欄 第２欄 第３欄 第４欄

３００平方メー ６５，０００円 ３１，０００円 ９，０００円

トル未満

３００平方メー １０８，０００ ５４，０００円 １９，０００円
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トル以上５００ 円

平方メートル以

下

別表第３（第２条 、第３条関係） 別表第４（第１条の２、第２条、第３条関係）

第１欄 第２欄 第３欄 第４欄 第１欄 第２欄 第３欄 第４欄

３００平方メー ２１２，０００ ８２，０００円 ９，０００円 ３００平方メー ２１２，０００ ８２，０００円 ９，０００円

トル未満 円 トル未満 円

３００平方メー ２６５，０００ １０４，０００ １６，０００円 ３００平方メー ２６５，０００ １０４，０００ １６，０００円

トル以上 円 円 トル以上５００ 円 円

平方メートル以

下

別表第４（第２条関係）

第１欄 第２欄 第３欄

３００平方メートル未満 ２１，０００円 １７，０００円

３００平方メートル以上 ３０，０００円 ２６，０００円

別表第５（第１条の２関係）

第１欄 第２欄 第３欄

３００平方メートル以上 ３０，０００円 ２６，０００円

５００平方メートル以下



渋川市建築基準法関係手数料条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例（平成２１年渋川市条例第３４号）の一部改正

（第３条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（手数料の額） （手数料の額）

第２条 （略） 第２条 （略）

２～５ （略） ２～５ （略）

６ 申請者は、法第６条第２項の規定により申出を行う場合においては、前 ６ 申請者は、法第６条第２項の規定により申出を行う場合においては、前

各項の手数料のほか、当該申出に係る建築物について建築基準法第６条第 各項の手数料のほか、当該申出に係る建築物について建築基準法第６条第

１項（同法第８７条の４において準用する場合を含む。）の規定により確 １項 の規定により確

認の申請又は同法第１８条第２項（同法第８７条の４において準用する場 認を申請する者

合を含む。）の規定により計画の通知をする者が、渋川市建築基準法関係 が、渋川市建築基準法関係

手数料条例（平成１８年渋川市条例第２６５号）の規定により納付するこ 手数料条例（平成１８年渋川市条例第２６５号）の規定により納付するこ

ととなる手数料に相当する額の手数料を納付しなければならない。 ととなる手数料に相当する額の手数料を納付しなければならない。

７ （略） ７ （略）
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渋川市建築基準法関係手数料条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料条例（平成２５年渋川市条例第１６号）の一部改正

（第４条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（手数料の額） （手数料の額）

第３条 低炭素建築物新築等計画の認定の申請をする者は、法第５４条第２ 第３条 低炭素建築物新築等計画の認定の申請をする者は、法第５４条第２

項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申出 項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申出

を行う場合は、前条第１項（同条第２項において読み替えて適用する場合 を行う場合は、前条第１項（同条第２項において読み替えて適用する場合

を含む。）の規定により納付すべき手数料のほか、当該申請に係る低炭素 を含む。）の規定により納付すべき手数料のほか、当該申請に係る低炭素

建築物新築等計画について建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６ 建築物新築等計画について建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６

条第１項（同法第８７条の４において準用する場合を含む。）の規定によ 条第１項 の規定によ

る確認の申請又は同法第１８条第２項（同法第８７条の４において準用す る確認の申請又は同法第１８条第２項

る場合を含む。）の規定による計画の通知をしたならば渋川市建築基準法 の規定による計画の通知をしたならば渋川市建築基準法

関係手数料条例（平成１８年渋川市条例第２６５号）の規定により納付す 関係手数料条例（平成１８年渋川市条例第２６５号）の規定により納付す

ることとなる手数料の額に相当する額の手数料を納付しなければならない ることとなる手数料の額に相当する額の手数料を納付しなければならない

。 。
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